財 政 運 営 グ ル ー プ
平成30年度から国民健康保険制度改革により、財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の確保に努めた。

１　保険者に対する指導助言等

保険者の健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、事業運営、予算編成等に関する指導監督等を実施した。
○根拠法令等
・国民健康保険法第４条第２項

２　国民健康保険財源の受入
（1） 市町村から国民健康保険事業費納付金を受入れた。
（2） 国から療養給付費等負担金、普通調整交付金及び特別調整交付金等を受入れた。
（3） 社会保険診療報酬支払基金から前期高齢者交付金及び療養給付費等交付金を受入れた。
（4） 府から一般会計繰入金を受け入れた。
【特別会計の受入状況】
（単位：円）
	区　　　分
	交付金額

	市町村
	国民健康保険事業費納付金
	268,752,429,532

	国
	療養給付費等負担金
	173,733,804,219

	
	普通調整交付金
	64,725,601,000

	
	特別調整交付金
	8,817,133,000

	
	高額医療費負担金
	7,221,295,740

	支払基金
	前期高齢者交付金
	240,756,571,250

	
	療養給付費等交付金
	208,789,000

	府
	一般会計繰入金
	54,133,706,740


３　国民健康保険法第72条の３第２項及び第72条の４第３項並びに第75条の２第１項に基づき、次のとおり市町村に交付した。
（1） 国民健康保険保険給付費等交付金（普通交付金）
　　　　交付額　658,098,412,458円
　　　　対　象　府内43市町村
（2） 国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金）
　　　　交付額　10,756,247,000円
　　　　対　象　府内43市町村
（3） 国民健康保険保険基盤安定負担金
　交付額　36,347,340,933円
　　　  対　象　府内43市町村
４　高齢者の医療の確保に関する法律第36条第２項及び第118条第１項及び介護保険法第150条第１項に基づき、次のとおり社会保険診療報酬支払基金に納付した。

（1） 前期高齢者納付金等
　　　　納付額　452,743,112円
（2） 後期高齢者支援金等
　　　　納付額　112,479,494,789円
（3） 介護給付費・地域支援事業支援納付金
　　　　　　　 納付額　43,118,666,424円

５　国民健康保険の財政の安定化を図るため、平成27年度に設置した国民健康保険財政安定化基金を運用した。

積立額　4,528,160円
取崩額　4,433,669,297円
○根拠法令等

・国民健康保険法第81条の２
・大阪府国民健康保険財政安定化基金条例
